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第１章 計画の目的と位置づけ 

１．計画策定の背景と目的 

北広島市（以下、「本市」という）では、人口の減少とともに、少子化・高齢化も進んでいます。

また、コロナ禍以降の生活様式の変化や令和 5 年（2023 年）3 月の北海道ボールパーク F ビレ

ッジ開業に伴う関係人口の増加などに伴い、市民のニーズやライフスタイルが多様になり、これら

に対応できる住まいや居住環境づくりが必要となっています。 

 

本市では、平成 26 年度（2014 年度）に住生活基本計画を策定し、「誰もが安心して快適に暮

らせる住まい・緑豊かな自然と調和した魅力ある住環境」に努めてきました。 

一方で、国は住宅施策を「量」から「質」へ転換し、良質なストックを将来世代へ承継していく

ため、平成 18 年度（2006 年度）に住生活基本法（※）の制定を皮切りに、住宅困窮者に対応す

るための住宅セーフティネット、既存ストックの適正管理を促すための空き家やマンション管理等

に関する法制度の整備を進めてきました。 

 

また、令和 3 年度（2021 年度）には、新たな住生活基本計画（全国計画）が策定され、これま

での取組や昨今のニーズを踏まえた３つの視点（「社会環境」、「居住者・コミュニティ」、「住宅スト

ック（※）・産業」）に沿って、住宅施策の方向性が示されました。 

北海道においてもこのような動きに対応するため、北海道住生活基本計画が策定（令和 3 年度

（2021 年度））されています。 

 

このような状況を踏まえ、本市では、市民が住生活の豊かさを実感し、住み続けられる住まいや

まちをつくるため、「北広島市住生活基本計画（第 2 次）」（以下、「本計画」という）を策定します。 

本計画では、本市の特徴や将来の動向、市民のニーズなどを踏まえ、今後の豊かな住生活を推進

するためのガイドラインとして策定します。 

 

住生活基本計画とは 

住みたい住宅、住みたいまちをつくっていくために、どんな住宅に住み、どんなまちに暮らすか

という目標を設定し、それを実現するためには、どのようなことを行っていけばよいかということ

についての指針となる計画です。 

■市民が民間事業者や行政と協力しながら、魅力的な住まいづくりを進めるための指針とします。 

■計画を効果的に進めていくため、本市の福祉・まちづくり・環境やその他の関連分野と連携し

て推進します。 

 

 

※住生活基本法とは、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策を総合かつ計画的に推進し、もって国民

生活の安定向上と社会福祉の増進を図るとともに、国民経済の健全な発展に寄与することを目的とした法律。 

※住宅ストックとは、ある時点において既に存在する住宅のこと。 



２ 

 

２．計画の位置づけ 

本計画は、「北広島市総合計画（第６次）」に基づく住生活における個別計画として位置づけられ

ており、福祉・まちづくり・環境やその他の関連計画と連携を図り、本市の地域特性を生かした住

宅施策の具体的な展開方向を示します。 

 

 

図 1-１ 計画の位置づけ 

 

３．計画期間 

本計画では、長期的な視点から今後の住生活のあり方や方向性を整理しており、令和 7 年度

（2025 年度）から令和 16 年度（2034 年度）の 10 年間を計画期間として設定します。 

また、今後の社会経済情勢の変化や市民ニーズの多様化などに対応するため、必要に応じて計画

の見直しを行います。 
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４．国・北海道の計画等 

（１） 住生活基本計画（全国計画） 令和 3年（2021年）3月策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※DX（デジタルトランスフォーメーション）とは、デジタル技術を活用して、ビジネスモデルや業務プロセス、組織、

企業文化などを変革し、競争優位性を確立する取組のこと。 

※住宅確保要配慮者とは、住宅セーフティネット法において、低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子育て世帯と定

められている。また、省令においては外国人等が定められている。 

※セーフティネットとは、人が暮らしていくうえで安心・安全のネット・仕組みのこと。住宅におけるセーフティネッ

トでは、自力で適切な居住水準を確保できない低額所得者などの住宅困窮者に対して、行政が関与・支援して、健康

で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備・供給促進し、居住の安定を確保することとしている。 

※脱炭素社会とは、地球温暖化・気候変動の原因となる温室効果ガスのうち、最も排出量の多い二酸化炭素（CO2）に

ついて、実質的な排出量ゼロ（人為的に排出される温室効果ガス（二酸化炭素など）の量と、森林の保全や植林など

の吸収量を均衡させて、実質的な排出をゼロにすること）を達成している社会を指す。 

【３つの視点と８つの目標】 

１．「社会環境の変化」からの視点 

 目標１ 「新たな日常」や DX（※）の進展等に対応した新しい住まい方の実現 

 目標２ 頻発・激甚化する災害新ステージにおける安全な住宅・住宅地の形成と被災者の住まい

の確保 

２．「居住者・コミュニティ」からの視点 

 目標３ 子どもを産み育てやすい住まいの実現 

 目標４ 多様な世代が支え合い、高齢者等が健康で安心して暮らせるコミュニティの形成とまち

づくり 

 目標５ 住宅確保要配慮者（※）が安心して暮らせるセーフティネット（※）機能の整備 

３．「住宅ストック・産業」からの視点 

 目標６ 脱炭素社会（※）に向けた住宅循環システムの構築と良質な住宅ストックの形成 

 目標７ 空き家の状況に応じた適切な管理・除却・利活用の一体的推進 

 目標８ 居住者の利便性や豊かさを向上させる住生活産業の発展 

 



４ 

 

（２） 主な関連法制 

１）空家等対策の推進に関する特別措置法の制定（平成 27 年（2015 年）５月完全施行、 

令和５年（2023 年）一部改正） 

 国による基本指針や市町村による計画の策定等、空き家等についての情報収集、空き家等およびそ

の跡地の活用、特定空家等（※）に対する措置、地方自治体への財政上の措置および税制上の措置等 

※特定空家等とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる恐れのある状態又は著しく衛生上有害となる

恐れのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態、その他周辺の生活環境の

保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空き家等をいう。 

２）住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律 

 （住宅セーフティネット法）の改正（平成 29 年（2017 年）10 月施行） 

 民間の空き家・空き室を活用し、住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録制度の創設等 

３）マンションの建替え等の円滑化に関する法律の改正（令和 4 年（2022 年）4 月施行） 

 マンション除却の必要性に係る認定対象の拡充、団地における敷地分割制度の創設等 

４）マンションの管理の適正化の推進に関する法律の改正（令和４年（2022 年）４月施行） 

 マンション管理適正化推進計画制度、管理計画認定制度、管理適正化のための指導・助言等 

 

（３） 北海道住生活基本計画 令和 3年（2021年）3月策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【３つの視点と９つの目標】 

１ 「居住者」からの視点 

 目標１ 安定した暮らしにつながる住まいの確保 

 目標２ 子育てしやすく、住み続けられる暮らしの実現 

 目標３ 多様でいきいきと暮らせる住生活の実現 

２ 「防災・まちづくり」からの視点 

 目標４ 安全安心で災害に強い住生活の実現 

 目標５ 持続可能でにぎわいのある住環境の形成 

 目標６ つながりと生きがいを創出できる地域コミュニティの形成 

３ 「住宅ストック・事業者」からの視点 

 目標７ 脱炭素社会の実現に向けた持続可能で豊かに暮らせる良質な住宅ストックの形成・循環 

 目標８ 地域の活性化につながる空き家の解消 

 目標９ 活力ある住生活関連産業の振興 



５ 

 

５．北広島市の上位・関連計画 

上位・関連計画のうち、福祉・まちづくり・防災など、住まい・住環境の方向性について記載さ

れている内容を図 1-2 に整理しました。 

これらの計画では、誰もが暮らしやすい住環境、災害に強いまち、豊かな自然環境の活用、空き

家の流通促進、北広島団地地区の活性化などのキーワードがみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 上位・関連計画に記載されている住まい・住環境の方向性 

 

 

 

◆北広島市総合計画（第６次） 

◆第２期北広島市まち・ひと・しごと 

 創生総合戦略 

◆北広島市都市計画マスタープラン（第 2 次） 

◆北広島市立地適正化計画 

◆駅西口周辺エリア活性化計画 

◆北広島市公営住宅等長寿命化計画 

◆北広島市空家等対策計画 

◆北広島市都市景観形成基本計画 

◆第 3 次北広島市環境基本計画 

◆北広島市第 5 期地域福祉計画 

◆北広島市こども計画 

◆第 4 次北広島市犯罪のない 

安全で安心なまちづくり推進計画 

◆北広島市教育振興基本計画 

など 

①誰にとっても優しい住まいと 

 居住環境の形成 

②地区のコミュニティや高齢 

 福祉を支える機能の誘導 

③災害に対応できる安全な 

 住まいや住環境の構築 

④豊かな自然環境など、地域の 

 魅力を生かした移住・定住の促進 

⑥北広島団地地区における 

 多世代居住の推進 

⑤空き家や中古住宅の流通促進（ライフ 

ステージに応じた住み替えの支援） 

⑦新たな人の流れへの対応 

関連計画でみられる 

北広島市の住生活に関するキーワード 
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６．計画の構成 
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第１章 計画の目的と位置づけ 

２．計画の 

位置づけ 

３．計画 

期間 

４．上位 

計画等 

 

第２章 北広島市の住生活を取り巻く現状と課題 

第３章 基本方針 

１．住まい・住環境のテーマ  

住みたい・住み続けたいと思う持続可能で快適な住まい・住環境 

２．基本目標 

 

第４章 住宅施策の展開 

１．施策の体系 ２．施策の展開 

 

６．計画の

構成 

５．関連 

計画等 

１．北広島市の概要 ２．現行計画の検証 

３．北広島市の住生活に関わる課題 

課題１ 現在の居住者の住まい方への対応   課題２ 新たな居住ニーズへの対応 

課題３ 安全・安心なまちづくりへの対応   課題４ 脱炭素化に向けたまちづくりの対応 

課題５ まちづくりに対するニーズへの対応  課題６ 増加する空き家への対応 

課題７ 進行する住宅の老朽化や陳腐化への対応 

課題８ 市営住宅等の適正な維持管理への対応 

基本目標１ 

変化する居住ニーズに対応し、住み続

けたいと思うことのできる住環境 

基本目標２ 

地域の魅力が生きる、 

持続可能な住環境 

 

基本目標３ 

良質な住宅ストックの循環 

による快適な住まいの供給 

第５章 重点施策 

第６章 計画の推進方策 

１．多様な主体の連携による施策の展開 

２．その他関連機関との連携        ３．適切な進行管理の実施 

 

重点施策１ 空き家が適切に活用される環境の構築 

重点施策２ 北広島市に住み続けたいと思う“ちょうどいい”住環境の形成 

重点施策３ 北広島市に住んでみたいと感じるファンの獲得 

１．計画策定の 

背景と目的 
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第２章 北広島市の住生活を取り巻く現状と課題 

１．北広島市の概要 

（１） 位置・地勢 

本市は、石狩平野のほぼ中央に位置し、北西は札幌市、北は江別市、東は千歳川をはさんで長

沼町、南幌町、南は恵庭市に接しています。 

交通のアクセス状況をみると JR 千歳線北広島駅から快速電車で札幌まで 17 分、新千歳空港

まで 21 分、新札幌まで 7 分、また主要国道の 36 号や 274 号、道央自動車道の北広島 IC を

起点に札幌都心部や新千歳空港へも車で 30 分、苫小牧港、小樽港のいずれへも車で 40 分の距

離となっています。 

地形は、南西部にある島松山（標高 492.9m）から、北東方面に標高 100m 前後の波状台地

が広がり、波状台地からの幾筋もの水の流れが島松川や輪厚川などの河川となって、千歳川など

を経て石狩川に合流し、日本海へと注いでいます。地質は、大部分が洪積層からなっており、南

西部の丘陵地帯では畑作や酪農、北東部の低地では水田を中心として農畜産業が発展しています。 

山林は約 37.39km2で、全市面積の約 30％を占めており、南西部の島松川、仁井別川沿い及

び野幌森林から中央部に広がる国有林が主なものです。 

明治 17 年（1884 年）に広島県人 25 戸 103 人が集団移住し、開拓が始まり、道央圏のな

かで宅地開発や工業団地の造成、都市施設の整備が着実に進められ、平成 8 年（1996 年）9 月

に市制を施行しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2-1 北広島市の位置 
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 （2） 将来人口 

本計画における本市の将来人口は、「北広島市人口ビジョン（令和 3 年（2021 年）3 月改

定）」の推計値から、令和 17 年度（2035 年度）の人口を約 53,000 人と見込みます。 

また、将来世帯数は、前述の将来人口の推計値をもとに、ストック推計プログラム（国土交通

省、年齢５歳階級別・男女別の世帯主率の推計による世帯数の推計）を用いて推計しました。 

その結果、令和 17 年度（2035 年度）には、約 23,000 世帯となることが予測されます。 

 

 

出典：人口は、北広島市人口ビジョン（令和 3 年（2021 年）3 月改定） 

世帯数は、国土交通省「住宅確保要配慮者世帯数推計プログラム」 

図 2-2 将来人口・世帯数の推計 
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【参考１】住宅の所有関係別世帯数 

住宅の所有関係別世帯数は、前段で推計した将来世帯数に国勢調査における住宅の所有関係別

世帯数の比率（平成 2 年（1990 年）～令和 2 年（2020 年）までの傾向を用いて推計）を乗

じ、住宅に住む世帯数に按分して算出します。 

推計結果をみると、民営借家は増加傾向であり、その他の住宅は減少傾向が予測されます。 

 
出典：平成 2 年（1990 年）～令和 2 年（2020 年）の国勢調査に基づいて推計 

図 2-3 住宅の所有関係別世帯数の割合 

【参考２】北広島市総合計画（第 6 次）における目標人口 

前述した「北広島市人口ビジョン（令和 3 年（2021 年）3 月改定）」の推計では、将来的な

人口を減少傾向で予測していますが、「北広島市総合計画（第 6 次）」では、交流人口の創出等に

よる人口増を目指し、令和 12 年（2030 年）の目標人口を 60,000 人に設定しています。 

本計画において取り組む各種施策については、総合計画で目指す人口増（目標人口 60,000 人）

も見据えながら進めていくことが重要です。 

 
出典：北広島市総合計画（第 6 次） 

図 2-4 将来人口推計・目標人口 

9,944 
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２．現行計画の検証 

現行計画で位置付けた施策について、進捗を整理しました。 

また、社会情勢の変化、住宅政策の動向、本市における住まい・住環境に関する動向などを踏ま

え、今後の対応の考え方を整理した結果は以下の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標１ 誰もが安心して住み続けられるまち 

基本目標２ 良質な住宅ストックの形成と有効活用 

基本目標３ 豊かな自然環境を生かした持続可能な住環境 

住み替え支援や北海道ボールパークFビ

レッジ開業に伴うまちなか居住など、年

代や世帯構成の状況に合わせた暮らしや

すい居住環境づくりを実施 

空き家や中古住宅の流通促進に関する取

組のほか、市営住宅の計画的な維持管理

をはじめとした既存ストックの良質化に

関する取組を実施 

都市計画分野と連携した居住環境向上の

ための取組ほか、冬季も含めて北広島市ら

しく、安全で魅力的な暮らし方を実現する

ための取組を実施 

今後は住み替え支援を拡充しつつ、北広

島市の都市づくりの動向に合わせた幅広

いライフスタイルに対応できる取組を推

進 

昨今の市民ニーズを踏まえて個別の取組

を拡充・強化するほか、北海道や UR 等関

連団体との連携についても検討 

都市計画分野と連携した居住環境向上の

ための取組ほか、冬季も含めて北広島市

らしく、安全で魅力的な暮らし方を実現

するための取組を実施 

これまでの進捗状況 今後の考え方 
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３．北広島市の住生活に関わる課題 

これまでに整理した上位関連計画や現行計画の進捗状況のほかに、各種統計や本計画策定に伴っ

て実施した市民アンケート（「住まいに関する市民アンケート調査」）等の結果から、本市の住生

活に関わる課題を、「ひと」、「まち」、「いえ」の視点で整理しました（個別の課題整理に結び

つく現況の情報等は、「第４章 住宅施策の展開」に記載します）。 

下図に整理したように、課題の中には、福祉や防災、都市計画、環境などの複数の視点にまたが

るものが一定数見られます。 

このような状況から、本市の住生活に関わる課題を解消していくためには、福祉や都市計画、社

会環境など、複数の分野が協力して横断的に取り組んでいくことが重要です。 

 

 

図 2-5 本市の住生活に関わる課題 

 

 

ひとの視点

まちの視点 いえの視点
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第３章 基本方針 

本市で目指すべき住生活のあり方として、「住まい・住環境のテーマ」を設定します。 

また、住まい・住環境のテーマに応じた今後の住生活の目標として「基本目標」を設定し、計画的

に北広島らしい住まい・住環境づくりを進めていきます。 

１．住まい・住環境のテーマ 

北広島市民が今後も豊かに地域で暮らし続け、本市に住みたいと感じる新たな市民の増加につ

ながる住まい・住環境を実現していくためには、これまで形成してきた住まい・住環境を最大限

に有効活用していくことが必要です。 

そのうえで、北広島市総合計画（第６次）のまちづくりのテーマである「自然と創造の調和し

た豊かな都市」の実現を目指すため、子どもからお年寄りまでの誰もが安心して安全に暮らすこ

とができ、本市の住環境の大きな特徴である緑豊かな自然環境を生かし、誰にとっても“ちょう

どいい”と感じられる住まい・住環境を形成していくことが重要です。 

これらを踏まえ、本計画の住まい・住環境のテーマとして「住みたい・住み続けたいと思う持

続可能（※）で快適な住まい・住環境」を掲げ、北広島市民が安心して、愛着を持ちながら長く

住み続けられる住生活の実現を目指します。 

※持続可能とは、「環境と開発に関する世界委員会」が 1987 年に公表した報告書「Our Common Future（私たちの

共通の未来）」の中心的な考え方として取り上げた概念で、経済・環境・社会の三つの側面から好循環を起こすことで、

私たち人類が繁栄し続けられる理想の仕組みのこと。 

 

 

図3-1 住まい・住環境のテーマ 
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２．基本目標 

前述した住まい・住環境のテーマを実現するための目標として、課題整理で用いた「ひと」、

「まち」、「いえ」の視点ごとに基本目標を設定します。 

それぞれの視点の目標を達成するために設定する各施策では、ニーズの多様化などに起因して、

住宅分野だけで取り組むことが難しいものもあります。 

このような状況から、住宅分野のみではなく、市民の生活に関係する多様な分野が連携して取

り組むことが重要です。 

また、この計画は「持続可能な開発目標（SDGs）」（※）に関連するものであり、主な関連

性を視点ごとに整理します。 

※SDGｓ（Sustainable Development Goals）とは、「誰一人取り残さない」社会の実現のために達成すべき課題と

その目標。平成 27 年（2015 年）９月の国連サミットで採択され、その中に令和 12 年（2030 年）までに先進

国と開発途上国が共に取り組むべき「17 の目標」と「169 のターゲット」が掲げられている。 

 

 

 

 

ひとの視点 

年齢や身体状況等によらず、誰もが住み続けられる住環境を目指すとともに、本市内外に住む

人々が、まちに魅力を感じ、移住・定住したくなる環境の形成を目指します。 

 

課題１ 現在の居住者の住まい方への対応 

1-1 住み慣れた地域に暮らし続けられる環境づくりが必要 

1-2 住まいの確保が難しい方への支援が必要 

課題２ 新たな居住ニーズへの対応 

2-1 移住者に向けた情報発信が必要 

 

 

基本目標１ 変化する居住ニーズに対応し、住み続けたいと思うことの 

できる住環境 

方向性 1 北広島市に住み続けたいと思うことのできる住環境づくり 

方向性 2 住宅セーフティネット機能の維持・強化 

方向性 3 新たな居住ニーズへの対応 
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まちの視点 

魅力ある景観づくりや駅周辺の再開発等を含むまちづくりの方向性のほか、地域ごとに進められ

る各種活動等を踏まえ、まちの特性を生かした住環境づくりを目指します。また、災害への対応に

努め、持続可能な住まい・住環境の形成を目指します。 

 

課題３ 安全・安心なまちづくりへの対応 

3-1 災害に強い居住環境の形成が必要 

3-2 治安の良い居住環境の形成が必要 

課題４ 脱炭素化に向けたまちづくりの対応 

4-1 居住環境における脱炭素化に向けた取組の促進が必要 

4-2 自然豊かな景観を生かした魅力あるまちづくりが必要 

課題５ まちづくりに対するニーズへの対応 

5-1 暮らしの魅力を高める地域の拠点形成が必要 

5-2 まちなかの賑わい創出が必要 

 

 

基本目標２ 地域の魅力が生きる、持続可能な住環境 

方向性 4 安全・安心で災害に強い住環境の形成 

方向性 5 自然豊かで環境にやさしい持続可能な住環境の形成 

方向性 6 都市計画と連動した賑わいのある住環境づくり 
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いえの視点 

良質な住宅が円滑に循環する仕組みを形成し、誰もが快適に住み続けられる住宅ストックの形成

を目指します。また、近年注目される分譲マンションの適正管理に関する取組を進めるほか、今後

も増加が予測される空き家への対応に努め、住まいが適切に循環し、移住・定住が促される環境の

構築を目指します。 

 

課題６ 増加する空き家への対応 

6-1 空き家の発生抑制と適切な管理に向けた取組が必要 

6-2 空き家・空き住戸における活用の検討が必要 

課題７ 進行する住宅の老朽化や陳腐化への対応 

7-1 既存住宅ストックを有効に活用できる住宅市場の形成が必要 

7-2 民間住宅の質向上に向けた取組が必要 

7-3 マンションの適正な維持管理に向けた取組が必要 

課題８ 市営住宅等の適正な維持管理への対応 

8-1 市営住宅等の長寿命化に基づく適正な維持・管理が必要 

8-2 市営住宅等の管理戸数の維持・管理が必要 

 

 

基本目標３ 良質な住宅ストックの循環による快適な住まいの供給 

方向性 7 空き家の適正管理と有効活用 

方向性 8 住宅ストックを長く上手に活用できる環境づくり 

方向性 9 マンションの適正な維持管理 

方向性 10 市営住宅等の適正維持 

 

 



 

16          

 

第４章 住宅施策の展開 

第３章で設定した「住まい・住環境のテーマ」に対応した「基本目標」を計画的に実現していくため、現状の課題を踏まえて、施策と具体策を設定します。 

１．施策の体系 

 

住まい・住環境のテーマ

住みたい・住み続けたいと思う持続可能で快適な住まい・住環境
基本目標 方向性 施策 ○具体策

目標１
変化する居住ニーズに対応し、
住み続けたいと思うことのできる住環境

1 北広島市に住み続けたいと思うことの
できる住環境づくり

1-1 定住人口の増加に向けた住み替え支援の強化

①住まいについて気軽に相談できる環境の構築 ②北広島不動産協会等との連携 ③子育て世帯や高齢者向け住宅への住み替え支援

目標２
地域の魅力が生きる、持続可能な住環境

目標３
良質な住宅ストックの循環による
快適な住まいの供給

2 住宅セーフティネット機能の維持・強化

3 新たな居住ニーズへの対応

4 安全・安心で災害に強い
住環境の形成

5 自然豊かで環境にやさしい
持続可能な住環境の形成

6 都市計画と連動した賑わいのある
住環境づくり

7 空き家の適正管理と有効活用

8 住宅ストックを長く上手に活用できる
環境づくり

9 マンションの適正な維持管理

10 市営住宅等の適正維持

1-2 子育て世帯等への暮らしに関する情報提供

2-1 住まいの確保が困難な世帯に向けた、地域で暮らすための支援

2-2 障がい者への生活支援

3-1 学生にとって魅力的な住環境の検討

3-2 新たな働き手への住まい・住環境の情報発信

4-1 災害に強い住環境の形成

4-2 冬でも暮らしやすい住環境の形成

5-1 住まいに関する環境配慮

5-2 自然豊かな景観の形成

6-1 まちづくりと連携した魅力的な住環境づくり

6-2 地域の魅力を高めるための賑わいづくり

7-1 空き家の発生抑制、管理の促進

7-2 空き家の有効活用の推進

8-1 既存住宅ストックの流通促進

8-2 新たな住宅ニーズへの対応

8-3 住まいの質向上

9-1 マンションの適正管理の促進

10-1 市営住宅等の長寿命化の推進

10-2 市営住宅等の適正な管理戸数の検討

①総合的な住まいの情報提供 ②北広島市の暮らしの魅力発信

①生活相談窓口による自立支援の実施 ②住まいの生活支援の実施

①地域生活支援事業の充実

①学生の住みやすい住環境の検討 ②学生向けの住まいや生活等に関する情報発信

①北広島市独自の魅力に関する情報発信の推進

①建築物の耐震化促進 ②防災活動の支援 ③防犯活動の支援 ④災害等発生時の住環境支援

①除排雪の効率化・適正化の推進

①脱炭素社会に向けた取組 ②建築物省エネ法の改正に関する普及啓発

①景観の保全や街並みの形成に向けた住まい手の意識啓発

①都市計画と連携した住環境の整備 ②利便性の高い公共交通のあり方検討 ③北広島市職員住宅及び教職員住宅等の利活用に向けた検討推進
④西部地区の義務教育学校化の推進

①駅西口エリアのエリアマネジメントの推進 ②地域活動の活性化

①空き家の発生抑制の推進 ②空き家の管理体制の強化

①空き地空き家マップ、北広島市空き地・空き家バンクの取組強化 ②学生と連携した空き家の活用方法の検討 ③空き家等の新たな活用方法の検討

①住まいの相談カウンターの強化 ②空き地空き家マップ、北広島市空き地・空き家バンクの取組強化（再掲）

①単身向け賃貸住宅の供給促進

①民間住宅の質向上に向けた情報提供

①市内マンションの実態把握 ②マンション管理適正化推進計画の策定 ③マンションの適正管理に向けた意識啓発

①市営住宅等長寿命化計画の推進

①市営住宅の管理戸数の適正化の検討

ひ
と
の
視
点

ま
ち
の
視
点

い
え
の
視
点

課題1-1 住み慣れた地域に暮らし

続けられる環境づくりが必要

課題1-2 住まいの確保が難しい方への

支援が必要

課題2-1 移住者に向けた情報発信が必要

課題3-1 災害に強い居住環境の形成が必要

課題3-2 治安の良い居住環境の形成が必要

課題4-1 居住環境における脱炭素化に

向けた取組の促進が必要

課題4-2 自然豊かな景観を生かした

魅力あるまちづくりが必要

課題5-1 暮らしの魅力を高める地域の

拠点形成が必要

課題5-2 まちなかの賑わい創出が必要

課題6-1 空き家の発生抑制と適切な
管理に向けた取組が必要

課題6-2 空き家・空き住戸における
活用の検討が必要

課題7-1 既存住宅ストックを有効に
活用できる住宅市場の形成が必要

課題7-2 民間住宅の質向上に向けた
取組が必要

課題7-3 マンションの適正な維持管理に
向けた取組が必要

課題8-1 市営住宅等の長寿命化に基づく
適正な維持・管理が必要

課題8-2 市営住宅等の管理戸数の
維持・管理が必要
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２．施策の展開 

 

 

 

 

【方向性１】 北広島市に住み続けたいと思うことのできる住環境づくり 

課題１ー１ 住み慣れた地域に暮らし続けられる環境づくりが必要 

・市民アンケートでは、本市に住み続けたいと思っている回答者は約８割を占めています。 

・一方で、転居したいと思っている回答者は約２割おり、買い物や交通利便性、高齢期の暮ら

しの不安を理由としている方が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住まいに関する市民アンケート調査 

図 4-1 現在お住まいの地区に住み続けたい意向         図 4-2 転居したい主な理由 

・高齢の親との住まい方について、同居する親のいる回答者が考える親との住まい方は、「同じ

住宅での同居が望ましい」が約３割で最も多くなっています。 

・一方で、自身が高齢になった際の暮らし方では、「自分だけ、または自分と配偶者だけで暮ら

したい」が約 5 割で最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住まいに関する市民アンケート調査 

図 4-3（左） 同居する親がいる回答者の高齢になった親との住まい方に関する希望 

図 4-4（右） 右図：自身が高齢になった際の暮らし方の希望 

①ずっと住み

続けたい

40.6%

②当分は住み続けたい

44.0%

③できれば

転居したい

13.0%

④転居予定 2.4%

ひとの視点 

基本目標１ 変化する居住ニーズに対応し、住み続けたいと思うことの 

できる住環境 

転居したい主な理由 
（n=377） （n=58） 

（n=114） 

①同じ住宅での

同居が望ましい

25.4%

②二世帯住宅

が望ましい

10.5%③徒歩５分

程度の場所

に住むのが

望ましい

16.7%

④同じ市内に

住むのが望ま

しい 15.8%

⑤離れて住むの

が望ましい

7.9%

⑥今は考えて

いない

20.2%

⑦その他 3.5%

（n=377） 

①買物や交通の

利便性がよくな

い 39.7%

②通勤・通学が不便

3.4%

③高齢期の暮

らしを考える

と不安

19.0%
④子育ての際に不便

（保育施設や公園が

少ないなど） 1.7%

⑤安全性など、

住環境に問題が

ある 6.9%

⑥転勤など、職場の

変化 3.4%

⑦子どもなど、

家族と同居予定

5.2%

⑧その他

20.7%

①自分だけ、

または自分と

配偶者だけで

暮らしたい

53.8%

②子ども世帯と同居したい

4.8%

③子ども世帯の近くで

暮らしたい 11.1%

④気の合う友人や

仲間と一緒に暮ら

したい 2.7%

⑤今は考えて

いない

24.4%

⑥その他 3.2%

※これ以降、方向性ごとに整理した個別課題の通し番号は、P11 図 2-5 と同様です。 
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・今後の 10 年以内の住まいの希望は、住宅の購入だけでなく、公共や民間賃貸住宅への転居

など多岐にわたっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住まいに関する市民アンケート調査  

図 4-5 今後の 10 年以内の住まいの希望 

 

施策１-１) 定住人口の増加に向けた住み替え支援の強化 

【まちづくり分野、子ども分野、高齢者・福祉分野、建築分野、広報分野の連携】 

①住まいについて気軽に相談できる環境の構築 

●住まいの相談カウンターの推進 

住まい全般に関する相談ができる「住まいの相談カウンター」の窓口を、建設総務課に設

置しました。どこに相談して良いかわからない、不動産会社には行きにくい等、相談できな

かった市民の悩みを受け付け、悩み解決に向けて取り組みます。 

 

②北広島不動産協会等との連携 

●北広島不動産協会等との連携強化 

本市と北広島不動産協会が締結している「北広島市住まい創生サポート事業（※）に関す

る協定」により、市内の空き家対策及び住まいに関する相談等について連携を強化し、本市

の良好な住環境の形成を推進します。 

※北広島市住まい創生サポート事業とは、既往の空き家対策事業と住み替え支援事業を統合したもの。 

新たな住環境の形成に向け、空き家の発生抑制や流通・活用・除去などの促進を目的とした全市的な空

き家調査のほか、空き家データベースなどの「空き家流通促進デジタルプラットフォーム」を構築し、

空き家相談会と住み替え支援セミナーを統合した住まいの相談会などを開催するもの。 

     ●サービス付き高齢者向け住宅制度（※）の周知 

北広島不動産協会に対して、サービス付き高齢者向け住宅に関する情報提供を行うなどに

より、サービス付き高齢者向け住宅を探す市民と住宅のマッチングを支援し、高齢者の定住

を促進します。 

※サービス付き高齢者向け住宅制度とは、居室の広さや設備、バリアフリーといったハード面の一定の条件

を備えるとともに、ケアの専門家による安否確認や生活相談サービスが供給可能な住宅を登録する制度。 

①家を新築・購入（一戸建て・マンション） 5.0%

②家を建替える 1.6%

③中古住宅の購入（一戸建て・マンション） 6.4%

④民間賃貸住宅（戸建）へ転居 1.3%

⑤民間賃貸住宅（     ・     ）へ転居 7.2%

⑥ＵＲ賃貸住宅（旧公団住宅）へ転居 2.9%

⑦道営・市営住宅へ転居 3.7%

⑧社宅・官舎等への転居 0.3%

⑨両親または子ども世帯の住まいへ転居 0.5%

⑩高齢者施設（老人ホーム等）へ入所 5.6%

⑪リフォーム

して、現在の

家に住み続け

る 21.0%

⑫現状と変わら

ない住まい（建

替え、     の

希望がない）

41.9%

⑬その他 2.7%

（n=377） 
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③子育て世帯や高齢者向け住宅への住み替え支援 

●子育て世帯や高齢者向け住宅の供給適正化の推進 

子育て世帯や高齢者がライフステージに合わせて、ちょうどいい住まいに住み替えできる

仕組みの構築を進めます。 

具体的には、北広島不動産協会等と連携し、子育て世帯や高齢者に対し、中古住宅の情報

提供や適正な規模の民間賃貸住宅へ円滑に入居できる仕組みづくりを推進します。 

 

施策１-２) 子育て世帯等への暮らしに関する情報提供 

【まちづくり分野、子ども分野、高齢者・福祉分野、建築分野、広報分野の連携】 

①総合的な住まいの情報提供 

●北広島市公式ホームページ等を活用した効果的な情報提供の推進 

移住や住み替え、空き家の管理など、住まいに関する総合的な情報を発信する手段を検討

し、住まいに関する情報が一元的に、わかりやすく把握できる仕組みづくりを推進します。 

 

②北広島市の暮らしの魅力発信 

●子育て世帯を対象とする制度等の情報発信の推進 

本市公式ホームページのほか、YouTube や Instagram 等の SNS を活用し、若い世代へ

の届きやすさに配慮した住まい全般に関する情報発信を推進します。 
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【方向性２】 住宅セーフティネット機能の維持・強化 

課題１ー２ 住まいの確保が難しい方への支援が必要 

・年収 300 万円未満の世帯の割合が増加傾向であり、これらの世帯は、持ち家に比べて借家の

割合が高い状況となっています。 

・著しい困窮年収水準未満の世帯数（※）は今後減少することが予測されますが、一般世帯数に

占める割合は現状とほぼ変わらずに推移すると想定されます。 

※著しい困窮年収水準未満の世帯数とは、所得が低いために、世帯構成に適した規模（最低居住面積水準）の住

宅を自らの収入で確保することが難しい借家世帯の数。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：上図 各年住宅・土地統計調査、下図住宅・土地統計調査（令和５年（2023 年）） 

図 4-6 世帯の年間収入階級別世帯割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：北広島市公営住宅等長寿命化計画 

住宅確保要配慮者世帯数推計支援プログラム（国土交通省 国土技術政策総合研究所）により推計 

図 4-7 著しい困窮年収水準未満の世帯数の推計 

1,592 1,559 1,502 1,426 1,338 1,259

22,969 22,936 22,481 21,659
20,601 19,610

6.5% 6.4% 6.3% 6.2% 6.1% 6.0%

(世帯)

0%

2%

4%

6%

8%

10%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2020

年度

2025

年度

2030

年度

2035

年度

2040

年度

2045

年度

著しい困窮年収水準未満の世帯数 著しい困窮年収水準未満の世帯率
一般世帯数

10.0%

14.2%

17.0%

15.4%

15.2%

16.9%

9.7%

13.4%

17.2%

20.7%

20.0%

21.2%

15.6%

15.8%

17.3%

17.2%

17.5%

17.6%

12.3%

13.0%

13.1%

13.8%

12.9%

10.1%

21.5%

18.5%

16.8%

14.8%

14.9%

17.2%

20.3%

18.0%

12.6%

9.8%

10.7%

10.8%

9.6%

5.9%

4.4%

3.5%

3.6%

3.6%

1.0%

1.1%

1.6%

4.7%

0.6%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1998年

2003年
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200万円未満 200～300万円 300～400万円 400～500万円
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35.1%

49.7%

27.1%

31.7%

19.3%

11.7%

13.1%

4.7%

3.5%

0.9%

1.1% 0.8%

1.4%

2023年

0% 20% 40% 60% 80% 100%

持ち家

借家

300万円未満 300～500万円未満 500～700万円未満
700～1000万円未満 1000～1500万円未満 1500万円以上
不詳
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・市民アンケートの結果、生活に手助けが必要になっても、現在の住宅に住み続けたいと思って

いる回答者は約 4 割を占めています。 

・現在の住宅に住み続けるために重要なことでは、「除雪や買い物代行などの生活支援サービス」

が最も多く、次いで、「住宅・住環境のバリアフリー化」「訪問介護などの福祉関連サービス」

が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住まいに関する市民アンケート調査 

図 4-8（左） 生活に手助けが必要になったとき（高齢期）の住宅について 

図 4-9（右） 現在の住宅に住み続けるために最も重要なこと 

 

・高齢者が安心して暮らすために重要なことでは、「福祉サービスなどを利用しやすい高齢者向

けのサービス付き住宅等の整備」が最も多く、「高齢者のための住宅やサービス等に関する情

報提供・相談窓口の充実」「生活利便性の高い地域の賃貸住宅等に住み替えできる仕組み」がこ

れに続きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住まいに関する市民アンケート調査 

図 4-10 高齢者が安心して暮らすために最も重要なこと 

住み続けるために 

最も重要なこと 

①現在の住宅に

住み続ける

36.3%

②家族や親せきの家

へ転居 1.6%

③民間賃貸住宅（ 

    ・     ）へ転

居 4.8%

④ＵＲ賃貸住宅（旧公

団住宅）へ転居 1.1%

⑤道営・市営住宅へ

転居 5.6%

⑥高齢者向け

設備やサービ

スが整った住

宅へ転居

19.4%

⑦老人ホーム等の

高齢者福祉施設に

入る 15.4%

⑧高齢期の住まい

方についてよくわ

からない 13.8%

⑨その他 2.1%

（n=377） （n=137） 

①今のままで

よい 19.7%

②住宅・住環境

の       化

（段差解消、手

すり設置など）

22.6%③訪問介護など

の福祉関連サー

ビス 22.6%

④緊急通報シ

ステムや安否

確認などの見

守り 4.4%

⑤除雪や買い物

代行などの生活

支援     

30.7%

①高齢者の生活に対応

した住宅のバリアフ

リー化（段差解消、手

すり設置など）の促進

（助成など） 15.1%

②福祉サービスなどを

利用しやすい高齢者向

けのサービス付き住宅

等の整備 22.3%

③生活利便性の高い地域の賃

貸住宅等に住み替えできる仕

組み(持ち家の適切な処分・

活用の支援等) 16.2%

④高齢者のための住

宅やサービス等に関

する情報提供・相談

窓口の充実 17.2%

⑤安心して暮らせる

福祉のまちづくり

（道路や施設の段差

解消など）の推進

12.5%

⑥高齢者が安心して

暮らせる地域コミュ

ニティの形成

10.9%

⑦その他 5.8%

（n=377） 
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・障がい児・障がい者は平成 30 年（2018 年）から増加傾向であり、令和 5 年（2023 年）

4 月時点で 4,015 人と、人口の約 7％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：（左）身体・知的障がいは北広島市（令和 5 年（2023 年）4 月 1 日）、総人口は住民基本台帳（令和5年（2023年）3月末） 

（右）身体・療育・精神障害者保健福祉手帳は北広島市(各年 4 月 1 日)、総人口は住民基本台帳（各年 3 月末日） 

図 4-11 北広島市の障がい児・者の人数（令和２年（2020 年））   図 4-12 手帳交付者数の推移 

 

施策２-１) 住まいの確保が困難な世帯に向けた、地域で暮らすための支援 

【高齢者・福祉分野、建築分野の連携】 

  ①生活相談窓口による自立支援の実施 

●生活困窮者自立相談支援事業所との連携強化 

生活困窮者自立相談支援事業所では、本市から委託した事業者が、最低限度の生活を維持

することができなくなる恐れのある市民（生活困窮者（※））を対象に自立相談支援を行って

います。 

今後も、生活困窮者自立相談支援事業所との連携強化を図り、生活困窮者のニーズを適宜

把握し、自立支援のあり方について検討します。 

※就労の状況、心身の状況、地域社会との関係性その他の事情により、現に経済的に困窮し、最低限度の

生活を維持することができなくなるおそれのある者をいう。 

●自立相談支援事業の推進 

生活困窮者に対して、一人ひとりの状況に合わせた支援プランを作成し、専門の支援員が

相談者に寄り添いながら、他の専門機関と連携して問題解決に向けた支援を行います。 

 

写真：生活困窮者自立相談支援事業所 

（きたひろしま暮らしサポートセンター「ぽると」※本計画策定時点の名称） 
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②住まいの生活支援の実施 

●住居確保給付金等の推進 

離職・廃業等により経済的に困窮し、住居を喪失した方又は住居を喪失する恐れのある方

を対象として、家賃の一部を支援する「住宅確保給付金」の支給を行います。また、生活困

窮者自立相談支援事業所による就労支援等を実施し、住居及び就労機会の確保に向けた支援

を行います。 

 

施策２-２) 障がい者への生活支援   【高齢者・福祉分野、建築分野の連携】 

①地域生活支援事業の充実 

●就労、暮らし等の相談窓口の推進 

相談支援事業所と連携し、障がいのある方の就労に関する様々な相談や住居サポート、住

まいの相談等を行っています。また、障がいのある方やその家族からの生活支援に関する相

談を受け付けています。 

ハローワーク、職業センター、事業主、福祉施設等と連携し、アパートやグループホーム

を探している方への入居に必要な調整、家主等への相談・助言、就労支援等、暮らしに関す

るアドバイスや情報提供を行います。 

今後も相談支援事業所との連携強化を図り、障がい者のニーズを適宜把握し、 生活 支援

のあり方について検討します。 

 

●成年後見制度（※）の利用推進 

北広島市成年後見センターを開設し、北広島市社会福祉協議会との連携により、成年後見

制度利用に関する相談支援や申立て手続きのアドバイス等を行います。 

※成年後見制度とは、認知症や知的障がい、精神障がいなどにより、自分で十分な判断ができない人が、財

産の取引、福祉サービス利用などの各種手続きや契約を行うときに、一方的に不利な契約を結ばれないよ

う法律面や生活面で支援し、本人の権利や財産を守ることを目的とした制度をいう。 
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【方向性３】 新たな居住ニーズへの対応 

課題２ー１ 移住者に向けた情報発信が必要 

・北海道ボールパークＦビレッジやラピダス関連施設の建設ほか、今後予定されている北海道

医療大学の移転に伴い、新たな住宅需要が見込まれます。 

・本計画の策定過程で、星槎道都大学、北海道医療大学の学生ほか、本市の若手職員と、北広

島市の住生活（課題や取り組むべきことなど）について意見交換（北広島市住生活ミライ会

議、きたひろトーク）を行いました。 

意見交換では、賃貸物件が高騰している、飲食店やアルバイト先が不足している等の課題が

挙げられました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-13 北広島市住生活ミライ会議、きたひろトークの開催概要 

北広島市の住生活について日頃課題と感じていること

他の街は駅周辺が発展して
いるところが多いと思うが、
北広島駅周辺は有名チェー
ンなどのお店が少ない。
エスコンフィールドに来た
際に立ち寄れる場所が少な
く、もったいない。

札幌市と同じように高い
家賃を支払うのであれば、
飲食店やバイト先が豊富な
札幌で暮らしたいと考える
学生もいるかもしれない。

公共交通と除雪は、
市民意識調査で一番
満足度が低く重要度
が高くなっており、
その傾向が長期間続
いている。

今後10年で特に重要だと思う取組 住みたくなる北広島市の姿

公共交通や商業施設を充実
させるには、それに見合う
需要がなければ難しい。人
口増を促すことや人口密度
を高められる取組が必要。

定住促進策と
して住み替え
支援の継続は
必要。 新築に拘らず、中

古住宅をリフォー
ムして活用できる
取組も必要。

魅力的な就職先が
あれば住みたい。

大学の周辺に、飲食店
やカフェなど、勉強でき
る場所があるとよい。

北広島の賃貸は、
築浅でエアコン
付だと1LDKで
約6万円と、若者
には高額。より安
い物件があると
住みやすくなる。

北広島駅の周辺に、
若者向けの店舗（カフェ
など）が不足している。

市内の他地区に
移動するのが困難で、
市内全体が
バラバラに感じる。

バイトが終わった後に利用
可能な夜遅くまで営業して
いるスーパーが少なく、
買い物に困っている。

街灯が少ないため夜
に暗い地域が多く、
出歩くのが怖いとき
がある。

ガタガタな道が多い
と感じる。
陸上部なので一般
道を走ることが多い
が、学生でも脚に
負担がかかるため、
高齢者はもっと
大変ではないか。

学生が住みやすい
環境を作るために、
飲食店の数を増や
してほしい。

カフェなど、学生
が働きたいと思う
ことができるアル
バイト先を増やし
てほしい。

野球に関心の低い
人を取り残さない
ために、野球だけ
ではなく、他のイベ
ント（ライブなど）
でもエスコンを
活用してほしい。

誰もが地域で過ごし
やすい、温かく繋がり
を感じられるまちを
目指してほしい。

就職先の候補となる企業
が少なく、北広島で働く
姿をイメージしにくい。

子育てをしているママ
がパートで働ける職場
があると住みやすくな
ると思う。

テレワークをする人
にとっても、カフェ
やコワーキングス
ペースがあると、
自然豊かな北広島
で働くことができる。

※青字：学生の意見 
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施策３-１) 学生にとって魅力的な住環境の検討 

【まちづくり分野、建築分野、広報分野の連携】 

①学生の住みやすい住環境の検討 

●学生のニーズ把握 

北広島市住生活ミライ会議やアンケート調査等の結果を踏まえ、大学生が住みやすい、住

みたいと思うことのできる住環境について検討します。 

また、大学生へのアンケート調査やヒアリング等を定期的に開催し、学生の住まいや住環

境に関するニーズを把握します。 

 

②学生向けの住まいや生活等に関する情報発信 

●住まいの相談カウンターを活用した情報発信 

北広島不動産協会や UR 都市機構等と、学生向けの住まいに関する情報交換を定期的に行

い、住まいの相談カウンター等で情報発信を行います。また、学生の生活に関する相談等が

あった場合も、住まいの相談カウンターで受け付け、関連部署と連携し、悩みの解決に向け

て取り組みます。 

 

施策３-２) 新たな働き手への住まい・住環境の情報発信 

【まちづくり分野、商工業振興分野、建築分野、広報分野の連携】 

①北広島市独自の魅力に関する情報発信の推進 

●新たな働き手への北広島市独自の魅力に関する情報発信の推進 

子育て世帯や新たな働き手に対して、自然豊かでゆとりある住環境や教育の充実など、本

市独自の魅力に関する情報発信を実施します。 
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【方向性４】 安全・安心で災害に強い住環境の形成 

課題３-１ 災害に強い居住環境の形成が必要 

・地域防災計画における最大の想定地震で、全壊 295 棟、半壊 963 棟と予測されています。 

・平成 30 年（2018 年）に発生した北海道胆振東部地震では、市内で計 355 棟の住家被害

が発生しました。 

・地震に強い住宅整備として、耐震改修工事（※）の実施は、平成 20 年（2008 年）が最も

多く、工事別では、壁の新設・補強が最も多くなっています。 

・そのほか東部地区では、住宅地を含む広範囲が浸水想定区域に指定されており、また、東部・

大曲・西の里地区の一部の住家が土砂災害（特別）警戒区域内に所在または近接しています。 

※耐震改修工事とは、地震に対する安全性の向上を目的として、増築、改築、修繕もしくは模様替または敷地の

整備をすること。 

 

表 4-1 北広島市における地震災害の被害予想  

   

出典：北広島市地域防災計画（地震災害対策編）、平成 30 年北海道胆振東部地震被害状況等報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住宅・土地統計調査（平成 15 年（2003 年）～平成 30 年（2018 年）） 

図 4-14 持ち家の耐震改修工事の状況 

震 源
江別市～野幌～北広島市に

抜ける断層帯
（想定断層を設定）

地 震 規 模 マグニチュード：7.5

市 内 最 大 震 度 7

全 壊　　　295棟　

半 壊　　　963棟　

人 的 被 害 予 測
　　　死者数　　  　６名
　　負傷者数　　　187名
うち重傷者数　  　　18名

野幌丘陵断層帯
  　　　　 地震のタイプ
地震属性

建 築 物 被 害 予 測

全
壊

大
規
模
半
壊

半
壊

一
部
破
損

計

（棟） （棟） （棟） （棟） （棟）

17 5 15 318 355

住家の被害報告

まちの視点 

基本目標２ 地域の魅力が生きる、持続可能な住環境 
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耐震改修工事をした 壁の新設・補強 筋かいの設置 基礎の補強 金具による補強 その他

表 4-2 北海道胆振東部地震における被害状況 
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課題３-２ 治安の良い居住環境の形成が必要 

・令和４年（2022 年）と比較し令和５年（2023 年）の粗暴犯、窃盗事件の件数が増加して

おり、子どもや女性が犯罪に巻き込まれる事件が発生しています。 

 

表 4-3 令和５年（2023 年） 市内で発生した刑法犯認知件数 

 

出典：札幌方面厚別警察署 

 

表 4-4 令和５年(2023 年) 市内で発生した重点犯罪認知件数 

 

出典：札幌方面厚別警察署 

 

区分 総数 凶悪犯 粗暴犯 窃盗犯 知能犯 風俗犯 その他

令和5年12月末 208 3 33 137 7 3 25

令和4年12月末 146 1 20 94 6 7 23

増減比 +62 +2 +13 +43 +1 -4 +2

区分 総数 子ども被害犯罪 女性被害犯罪 特殊詐欺

令和5年12月末 9 5 2 2



 

28 

 
 

施策４-１) 災害に強い住環境の形成   【防災分野、防犯分野、建築分野の連携】 

①建築物の耐震化促進 

●北広島市木造住宅耐震改修事業補助制度の実施 

昭和 56 年（1981 年）5 月 31 日以前に着工された木造住宅を対象として所有者が耐震

診断・改修工事を行う際に要する費用の一部を補助します。 

②防災活動の支援 

●自主防災組織の活動推進 

町内会や消防等防災機関と連携し、出前講座（防災教室）を実施し、自主防災組織の設立

を推進します。また、自主防災組織等活動助成金等により、防災訓練や備蓄品の確保など自

主防災組織の活動を支援します。 

③防犯活動の支援 

●自主防犯活動団体等の活動推進 

町内会、自治会、青少年健全育成連絡協議会、自主防犯活動団体と連携し、青色回転灯パ

トロール隊による市内全域のパトロールを実施します。 

また、街路灯（防犯灯）等の設置、維持管理を支援し、女性や子ども、高齢者が安心して生

活できる住環境を整備します。 

●防犯に関する情報発信の推進 

市内で自主防犯パトロールを行っている社会福祉法人「えぽっく」（障がい者の生活支援団

体）との連携により、犯罪や特殊詐欺等に関する情報交換や注意喚起を実施し、市民の防犯

意識を醸成します。 

④災害等発生時の住環境支援 

●避難所における備品等の確保 

災害発生時に備え、避難所における食料等の備蓄、非常用電源や冬季における防寒用品等

の確保に努めます。 

施策４-２) 冬でも暮らしやすい環境の形成   【除雪分野、建築分野の連携】 

①除排雪の効率化・適正化の推進 

●除雪 DX 推進事業の推進 

本市の除雪体制の維持のために、GPS 衛星を活用した IoT 技術（※）を導入し、作業状況

の見える化及び事務作業の自動化による除雪の管理体制の適正化を図るとともに、除雪作業

に係る各種情報の一元管理と速やかな情報共有に務めます。 

※IoT（Internet of Things）とは、情報通信技術の概念で、さまざまな「モノ」をインターネットに接続・

連携させる技術のこと。 

    ●除雪マップの活用と更新等 

それぞれの地域の除排雪に関する課題を整理した除雪マップを用い、地域の特性に応じた雪

対策の取組を推進します。また、作成当時と比較し、変化があった箇所の更新について検討し

ます。 
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【方向性５】 自然豊かで環境にやさしい持続可能な住環境の形成 

課題４-１ 居住環境における脱炭素化に向けた取組の促進が必要 

・本市では、令和５年（2023 年）に、令和 32 年（2050 年）までに CO2排出量実質ゼロ

を目標とする「ゼロカーボンシティ宣言」を行っています。 

・短期的には、令和 12 年度（2030 年度）までに平成 30 年度（2018 年度）比で 46％の

削減目標を掲げています。 

・CO2排出量は、このまま進むと 689 千 t-CO2（平成 30 年度（2018 年度））から 633 千

t-CO2（令和 12 年度（2030 年度））に減少する見込みです。 

 
出典：第３次北広島市環境基本計画 

図 4-15 本市の部門別の CO2排出状況 

・市民アンケートの結果、今後取り組みたい住まいの環境対策では、「暖房や冷房の設定温度を

上げすぎない、または、下げすぎない」が最も多く、「LED など省エネタイプの照明器具に

交換」「給湯設備や電化製品などの買い替え」がこれに続きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住まいに関する市民アンケート調査 
図 4-16 現在のお住まいに関する環境対策（省エネなどの対策）として、今後取り組んでみたいと思うもの 
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①窓に断熱シールを貼るなどの工夫

②暖房や冷房の設定温度を上げすぎない、または、下げすぎ

ない

③LEDなど省エネタイプの照明器具に交換

④節水タイプのシャワーヘッドに交換

⑤給湯設備や電化製品などの買い替え（省エネルギー性能が

高いものへの買い替え）

⑥断熱性の高い建具への変更など、住宅の断熱性能を高める

ためのリフォーム

⑦壁面や屋上の緑化

⑧太陽光などの自然エネルギーを利用した設備の導入

⑨電力や熱量、燃料消費量などを可視化できる設備の導入

⑩その他

⑪取り組みたいと思うことはない（n=377） 
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課題４-２ 自然豊かな景観を生かした魅力あるまちづくりが必要 

・令和５年度（2023 年度）に実施した「景観」に関する市民アンケートでは、「山並み、森

林などの緑の景観」「ボールパーク通りの景観」に関する満足度が高くなっています。 

・子どもたちも緑の景観保全やにぎわいや魅力のあるまちづくりへ期待が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：北広島市「景観」に関する市民アンケート 

図 4-17 北広島の景観に関する満足度 

 

 

出典：第１回北広島市景観計画策定等検討委員会資料 

図 4-18 北広島市がこんなまちになったらいいなと思うこと（小・中・高校生） 

・ 今ある自然や緑を残してほしい

・ 自然を残して北広島らしさを残してほしい

・ にぎやかなまちになってほしい

・ もっとにぎやかで活気的な街になってほしい

・ ボールパークができて人も建物のにぎやかになるけど、もともとある北広島の居心地

の良さを残していけたらいい

・ 緑と都市の二面性を持った街になったらいい など
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建物が並ぶ都市的な景観
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里山や田園、農地の景観

河川などの水辺の景観

山並み、森林などの緑の景観

とても満足 やや満足 どちらともいえない やや不満 とても不満 わからない、無回答 無効回答

（数値は件数）
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施策５-１) 住まいに関する環境配慮   【環境分野、建築分野の連携】 

①脱炭素社会に向けた取組 

●省エネルギーの促進や再生可能エネルギーの活用 

令和 3 年度（2020 年度）に策定した「第 3 次北広島市環境基本計画」と連携し、「カー

ボンニュートラルを目指した、地球にやさしいまち」の実現に向けた取組を進めます。 

具体的には、太陽光発電や定置用蓄電池などの導入経費への支援や地中熱等の未利用エネ

ルギーに対する国の支援策などの情報提供を行います。 

 

②建築物省エネ法の改正に関する普及啓発 

●省エネ基準適合住宅（※）の普及啓発 

令和 4 年（2022 年）6 月 17 日に公布された建築物省エネ法の改正により、令和 7 年

（2025 年）年 4 月以降に着工する新築の戸建て住宅・集合住宅も省エネ基準適合が義務付

けられます。 

これらの情報について、住まいの相談カウンターや本市公式ホームページ等を用いた普及

啓発を行います。 

※省エネ基準適合住宅とは、国が定める建築物省エネ法で定められた省エネ性能を満たした住宅のこと。

断熱性能や一次エネルギー消費量に基準が設けられており、光熱費の削減や CO2の削減に貢献できる住

宅であり、基準を満たす場合、一定の住宅ローン控除を受けることができる。 

 

施策５-２) 自然豊かな景観の形成   【環境分野、建築分野の連携】 

①景観の保全や街並みの形成に向けた住まい手の意識啓発 

●北広島市独自の景観計画（※）の策定 

郊外部の開発と豊かな自然が調和した景観づくりのほか、北海道ボールパーク F ビレッジ

の開業や駅西口周辺エリア活性化事業と連携した自然の潤いが感じられる景観づくりを進め

るため、令和 8 年度（2026 年度）を目指し、北広島市独自の景観計画 の策定を進めます。 

検討にあたっては、ワークショップなどにより市民参加を促し、良好な街並みの形成に向

けた意識醸成を図るとともに、庁内の関係部局間で住まいや住環境に関する情報交換を行う

など、連携して検討を進めます。 

※景観計画とは、景観法（平成 16 年法律第 110 号）第 8 条第 1 項に規定する、都市や地域などの良好

な景観づくりに関する計画をいう。 
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【方向性６】 都市計画と連動した賑わいのある住環境づくり 

課題５-１ 暮らしの魅力を高める地域の拠点形成が必要 

・北広島団地地区、西部地区は人口減少・高齢化が著しく進行しています。 

・北広島市立地適正化計画では、北広島団地地区、西部地区を「コミュニティ形成地区」に位

置付けています。 

・コミュニティ形成地区は、地区のコミュニティ活動や地区センター等の交流機能、安心して

住み続けるための福祉機能などの都市機能の役割を担う地域としています。 

 

出典：北広島市立地適正化計画（令和６年３月改訂） 

図 4-19 拠点地区・核地区・コミュニティ形成地区が担う役割  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：北広島市（各年 4 月 1 日） 

図 4-20 町内会・自治会加入世帯の推移 
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課題５-２ まちなかの賑わい創出が必要 

・北広島市立地適正化計画では、北広島団地地区と東部地区の一部への居住誘導が求められて

います。 

・駅西口エリアの再開発に伴う、土地や施設の利活用として、地域主体のエリアマネジメント

（※）が期待されています。 

※エリアマネジメントとは、地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための、住民・事業主・

地権者等による主体的な取組のこと。 
 

 
出典：駅西口周辺エリア活性化事業市有地Ｂ 個別事業計画 

図 4-21 駅西口周辺エリアの事業構想 

 

施策６-１) まちづくりと連携した魅力的な住環境づくり 

【まちづくり分野、交通分野、都市計画分野、建築分野の連携】 

①都市計画と連携した住環境の整備 

●北広島団地地区の容積率（※）の緩和 

北広島団地地区における多様な住宅供給を可能にし、居住環境の充実を図るため、北広島

団地地区の容積率緩和に向けた取組を進めます。 

※容積率とは、建物の延べ床面積（各階の床面積の合計）を敷地面積で割った割合のこと。 
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②利便性の高い公共交通のあり方検討 

●北広島駅及び北海道ボールパークＦビレッジ周辺地区交通戦略の推進 

北海道ボールパークＦビレッジの開業や駅西口の開発と合わせて、バスやタクシー、鉄道

等の移動手段の利便性を確保し、北広島駅周辺と北海道ボールパークＦビレッジ周辺の連担

性を確保し、交通と連動した暮らしやすいまちづくりのあり方を検討します。 

 

③北広島市職員住宅及び教職員住宅等の利活用に向けた検討推進 

●市職員住宅及び教職員住宅の跡地活用策の検討 

令和 7 年（2025 年）9 月をもって、UR 都市機構の北広島若葉町団地敷地に併設する北

広島市職員住宅と教職員住宅の供用が廃止される予定です。 

隣接する北広島若葉町団地等、周辺の住環境との調和等に配慮した職員住宅・教職員住宅

跡地の効果的な利活用に向けて、UR 都市機構との情報交換等を行いながら、跡地活用策を

検討します。 

 

④西部地区の義務教育学校化の推進 

●西部地区の義務教育学校化の推進 

西部小学校を活用した施設一体型義務教育学校の設置に向け、取組を進めます。 

このような取組のもと、西部中学校について、西部地区の今後の公共施設全体のあり方を

含め、西部地域の暮らしやすさの観点から、部局横断的に有効活用の検討を行います。 

 

施策６-２) 地域の魅力を高めるための賑わいづくり 

【地域振興分野、建築分野の連携】 

①駅西口エリアのエリアマネジメントの推進 

●駅西口エリアの再開発に合わせた地域主体のマネジメント体制の構築 

北広公園のリニューアルに伴い、より柔軟に公園を利活用する仕組みづくりのため、市民、

民間事業者と連携し、駅西口エリア一体でエリアマネジメントを展開します。 

 

②地域活動の活性化 

●各種町内会館、北広島市児童活動センターの活用に向けた情報発信 

地域における暮らしの魅力向上等を目的として、地域活動の場である町内会館、北広島市

児童活動センターの利用に関する情報発信を行い、地域コミュニティの維持・強化に向けた

取組を進めます。 

●公益活動事業補助金事業の実施 

地域で抱える課題の解決や、より充実した市民生活を実現するため、NPO（※）・市民活動

団体などの公益活動団体の事業を支援し、公益活動の自立的な発展を促します。 

※NPO（NonProfit Organization）とは、社会貢献活動を行う、営利を目的にしない団体などの総称。 
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【方向性７】 空き家の適正管理と有効活用 

課題６-１ 空き家の発生抑制と適切な管理に向けた取組が必要 

課題６-２ 空き家・空き住戸における活用の検討が必要 

・空き家数は北広島団地地区が最多であり、平成 28 年（2016 年）と比較すると、西の里・

西部を除いて、全体的に増加しています。 

・令和６年度（2024 年度）に本市が行った実態調査では、高齢化の進行により、潜在的な空

き家が増えると予想されています。 

・これまで実施した北広島市空き地・空き家バンク（※）の登録・契約実績について、空き家

賃貸の契約率は 100％、売却の契約率は約 55％、空地の契約率は約 60％となっています。 

※北広島市空き地・空き家バンクとは、本市への定住の促進と地域の活性化を目的として、空き地や空き家を売

却（賃貸）したい方や購入（賃借）を希望される方の情報を市のホームページに掲載し、不動産の流動化を促

進するもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：北広島市 

図 4-22 空き家数の推移 

 

 

出典：北広島市 

図 4-23 北広島市空き地・空き家バンクの実績 

登録件数 契約件数

賃貸 9件 9件

売却 29件 16件

空き地 売却 109件 65件

購入希望者

空き家 37件

空き地 52件

空き家

基本目標３ 良質な住宅ストックの循環による快適な住まいの供給 

いえの視点 

104 114 114 120 119 114 130

58
65 77 76 78 72

73
50

56 50 54 45 56
5942

46 45 42 40 37
40

21
22 24 23 21 18

17275
303 310 315

303 297
319

(戸)

0

100

200

300

400

2016

年度

2017

年度

2018

年度

2019

年度

2020

年度

2021

年度

2022

年度

北広島団地 東部 大曲 西の里 西部



 

36 

 
 

・市民アンケートでは、空き家の所有有無別の悩み事について、所有の有無に関わらず、建物の

老朽化や破損の進行を悩みとしている回答者が最も多くなっています。この他、空き家所有者

では物品整理に関すること、空き家未所有者では住環境に関する悩み事が多い傾向です。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住まいに関する市民アンケート調査 

図 4-24 空き家を所有している人の悩み事     図 4-25 空き家を所有していない人の悩み事 

施策７-１) 空き家の発生抑制、管理の促進   【建築分野】 

①空き家の発生抑制の推進 

●危険な空き家への対応強化 

市内全域の空き家について、全戸調査を行い、空き家数を把握します。また、空き家所有

者に適正管理等に関する冊子等を送付し、周知・啓発に努め、管理不全空家等（※）や特定

空家等に該当しないよう防止に努めます。 

※管理不全空家等とは、今の状態のまま放置すると、特定空家等になる可能性のある空き家のこと。 

②空き家の管理体制の強化 

●空き家専門のワンストップ窓口「アキカツカウンター」の開設 

本市が令和 6 年（2024 年）9 月に開設した、空き家専門のワンストップ相談窓口「アキ

カツカウンター」により、空き家専門アドバイザーが維持管理や利活用等について個別の相

談に対応します。 

また、アキカツカウンターに相談した方は、対人・対物事故の賠償を補償「空き家いった

んあんしん保険」に 1 年間無料で加入することができます。 

●空き家ガイドの周知 

空き家の管理不全に伴う問題や管理方法、本市の取組等について、北広島市空き家ガイド

を活用してわかりやすく周知します。 
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施策７-２) 空き家の有効活用の推進   【建築分野】 

①空き地空き家マップ、北広島市空き地・空き家バンクの取組強化 

●空き地空き家マップ、北広島市空き地・空き家バンクの利用強化 

本市では、市内における空き地や空き家の情報を提供することにより、市内への定住促進

と地域の活性化を図るため、北広島市空き地・空き家バンクの取組を行っています。 

空き家等を活用した移住・定住を促進するため、北広島不動産協会加盟業者と連携し、「北

広島市空き地・空き家バンク」を運営しています。 

市民が申請した空き家等の情報を本市公式ホームページに掲載し、空き家所有者と利用希

望者のマッチングを支援しています。 

 

●住まい創生サポート事業 

北広島不動産協会との連携により、北広島市空き

地・空き家バンクへの登録、空き家の売却または賃

貸等の利活用を促進します。 

 

 

出典：北広島市ホームページ 

写真：北広島不動産協会と協定 締結式   

②学生と連携した空き家の活用方法の検討 

●空き家リノベーション活動の実施検討 

空き家リノベーションによる空き家の有効活用等、学生との連携について検討します。 

※リノベーションとは、既存の建物に改修を加えて、住まいの性能や価値を高めること。リフォームは

老朽化した部分を修復する行為であるのに対し、リノベーションは新たな機能や価値を付け加えるこ

とを意味する。 

 

【他地域事例１】中標津町空き店舗リノベーションプロジェクト 

中標津町の空き店舗を題材に、星槎道都大学美術学部建築

学科の学生が、リノベーションのアイデアを提案しました。 

中標津町は、まちの中心部で空き店舗が増加していました。

そこで、中標津町と星槎道都大学の連携により、築 50 年の

衣料品店だった空き店舗の地域のポテンシャルを生かした活

用方法について検討しました。 

プロジェクトの最後には、リノベーションのアイデアを空

き店舗のオーナーに発表し、観光やビジネス客の交流の場、個

人の多様な活動の場として活用するなど、新たな活用方法を

提案しました。 
出典：星槎道都大学ホームページ 

写真：中標津町空き店舗 

リノベーションプロジェクトの様子 
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【他地域事例２】沼田町空き家リノベーション・プロジェクト 

北海学園大学建築学科では、卒業研究の一環として、沼田町と連携し、空き家のリノベー

ションによる地域の活性化に取組んでいます。 

沼田町では、近年、過疎化の進行に伴う空き家の増加が課題になっています。 

これに対応するため、学生たちが自ら空き家の実測調査、設計・施工・仕上げまでを行い、

町外から訪れる人が利用できる「移住体験住宅」に改修するプランを提案しました。 

この活動は平成 29 年度（2017 年度）から行われており、学生が地域のまちづくりに貢

献する機会のほか、実体験を通じて建築や地域と向き合う機会を創出しています。 

      

出典：北海学園大学ホームページ 

写真：沼田町空き家リノベーション・プロジェクトの様子 

 

③空き家等の新たな活用方法の検討 

●空き家に関連する民間事業者等との連携による活用方法の検討 

空き家の活用による住まいのニーズへの対応や新たな居住者確保のため、他都市の先進事

例を参考に、所有者、入居者、行政、不動産事業者等との連携により、実現可能な空き家の

活用方法を検討します。 

また、空き家の活用方法について、所有者への適切な情報提供を推進します。 

●住まいの確保が難しい方への民間賃貸住宅の供給検討 

高齢者等住まいの確保が難しい方に対し、不動産事業者や住まいの相談カウンター等で、

セーフティネット住宅（※）に関する情報提供を実施します。 

また、北広島不動産協会と連携し、セーフティネット住宅に登録している不動産オーナー

に対し、住まいの確保が難しい方の優先的な入居について周知徹底を図ります。 

※セーフティネット住宅とは、自力で適切な居住水準を確保できない低額所得者、被災者、高齢者、障害者、

子育て世帯、外国人等の住宅困窮者に対して、入居を受け入れる住宅として登録された住宅のこと。 
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【方向性８】 住宅ストックを長く上手に活用できる環境づくり 

課題７-１ 既存住宅ストックを有効に活用できる住宅市場の形成が必要 

・全国や北海道の傾向に比べ、平成 12 年（2000 年）以前に建築された住宅の割合が高くな

っています。 

・持ち家として取得した中古住宅数は増加傾向で、近年特に増加している様子がみられます。 

・取得した中古住宅は、築後 30 年以上が約半数となっており、一定程度老朽化が進んだ住宅

も流通が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住宅・土地統計調査（令和５年（2023 年）） 

図 4-26 建築年別ストック構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-27 持ち家として取得した中古住宅数の推移  図 4-28 持ち家として取得した中古住宅割合（建築時期別） 

 

出典：住宅・土地統計調査（令和５年（2023 年）） 出典：各年住宅・土地統計調査 
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・市民アンケートの結果、将来の住まいについて、子どもなどの親族に贈与または相談したい

と思っている回答者が約 3 割となっています。 

・一方で、売却や賃貸を希望している回答者が約 4 割を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住まいに関する市民アンケート調査 

図 4-29 将来のお住まいについて 

 

・中古住宅に住み替える際に気になることでは、「トイレや台所、風呂などの設備の老朽度」が

約６割で最も高く、「壁・窓の断熱性などの省エネルギー性能（※）」「購入後のリフォームの

必要性やその費用」がこれに続きます。 

 ※省エネルギー性能とは、省エネルギー化する能力の大きさを定量化する指標のこと。省エネルギー対策におけ

る建物の性能を評価する際などに使用することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住まいに関する市民アンケート調査 

図 4-30 もし中古住宅に住み替えるとした場合に気になるところについて 
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課題７-２ 民間住宅の質向上に向けた取組が必要 

・高齢者等の設備は、住宅総数の約６割で設置となっています。 

・設備別では、手すりの設置率が最も高くなっています。住宅種別では、持ち家に比べて借家

の設置率が低くなっています。 

・市民アンケートの結果、今後の 10 年以内の住まいについて、「リフォームして、現在の住ま

いに住み続ける」が約 2 割となっており、高齢者が安心して暮らすためにサービス付き高齢

者住宅や住宅・サービスの情報提供等へのニーズが一定数みられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住宅・土地統計調査（令和５年（2023 年）） 

図 4-31 所有関係別の住宅総数に対する高齢者等の設備の設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住まいに関する市民アンケート調査 

図 4-32 今後の 10 年以内の住まいの希望(再掲) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住まいに関する市民アンケート調査 

図 4-33 高齢者が安心して暮らすために最も重要なこと(再掲) 
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施策８-１) 既存住宅ストックの流通促進   【建築分野】 

①住まいの相談カウンターの強化 

●住まいの相談会の開催 

北広島不動産協会・司法書士・高齢者支援センター・UR 都市機構・解体業者・金融機関等

と連携し、土地や住宅の売買、賃貸、リフォームや相続登記等を検討している方など、全世

代を対象として、北広島市住まいの相談会を開催します。 

また、北海道が主催する相談会等への参加を促し、既存住宅ストックの流通を促進します。 

 

②空き地空き家マップ、北広島市空き地・空き家バンクの取組強化（再掲） 

●空き地空き家マップ、北広島市空き地・空き家バンクの利用強化 

空き地空き家マップ、北広島市空き地・空き家バンクの利用を強化し、空き家等の流通を

促進します。 

 

施策８-２) 新たな住宅ニーズへの対応 

【商工業振興分野、高齢者・福祉分野、建築分野の連携】 

①単身向け賃貸住宅の供給促進 

●不動産事業者への情報提供 

北広島不動産協会へ学生や働き手の住まいに関するニーズを情報提供し、住まいのニーズ

に合った規模の民間賃貸住宅の供給を促進します。 

●サービス付き高齢者向け住宅制度の周知（再掲） 

北広島不動産協会に対して、サービス付き高齢者向け住宅に関する情報提供を行うなどに

より、サービス付き高齢者向け住宅を探す市民と住宅のマッチングを支援し、高齢者の定住

を促進します。 

 

施策８-３) 住まいの質向上   【建築分野】 

①民間住宅の質向上に向けた情報提供 

●長期優良住宅認定制度（※）の周知 

戸建住宅や共同住宅を長期的に良好な状態で維持するため、本市公式ホームページ等を活

用し、長期優良住宅認定制度の情報発信を実施します。 

※長期優良住宅とは、構造や設備について、長期にわたり良好な状態を使用するための措置が講じられた優

良な住宅で、長期優良住宅の普及の促進に関する法律に規定されているもの。一定基準を満たし、所管行

政庁から認定を受けることにより、税制の特例が適用される。 

●不動産事業者による情報提供の推進 

北広島不動産協会と連携し、不動産取引時に住宅関連する住宅市場や住宅関連事業者に関

する情報など、わかりやすく適切な情報提供を推進します。 

また、住宅購入者等が不動産事業者から専門的・中立的な立場から助言を受けられるよう、

環境整備を推進します。 
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【方向性９】 マンションの適正な維持管理 

課題７-３ マンションの適正な維持管理に向けた取組が必要 

・平成 3 年（1991 年）～平成 6 年（1994 年）に供給されたマンション（築年数 30 年程

度）は、棟数でみると市内のマンションの６割を占めています。 

・これらのマンションの高経年化が進むと、建替えや大規模改修等の整備が必要になるものが

集中的に発生することが想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：北広島市調べ（令和6年（2024年）5月現在） 

図 4-34 分譲マンションの建築時期別供給状況 

 

施策９-１) マンションの適正管理の促進   【建築分野】 

①市内マンションの実態把握 

●公益社団法人 北海道マンション管理組合連合会等へのアンケート調査 

市内のマンション管理の実態を把握するため、年１回程度、公益社団法人 北海道マンシ

ョン管理組合連合会（以下、マンション管理組合連合会という）（※）等へアンケート調査を

実施します。 

※公益社団法人北海道マンション管理組合連合会とは、道内のマンション管理組合が会員となっている北海

道で唯一の公益社団法人として北海道の認可を受けて活動している団体。 

各マンション管理組合が悩んでいる多くの問題を解決するため、北海道、札幌市から補助金の交付を受け、

相談業務や情報の提供を中心とした事業を実施し、マンションの諸問題の解決を図り、よりよいマンショ

ン生活の向上に役立てるため道内のすべてのマンションを対象として活動している。 
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②マンション管理適正化推進計画の策定 

●北広島市マンション管理適正化推進計画の策定 

北広島市マンション管理適正化推進計画 

（計画期間：令和 7 年度(2025 年度)～令和 16 年度(2034 年度)） 

この計画は、国の「マンションの管理の適正化の推進を図るための基本的な方針（以下、「基本

方針」という。）」（令和三年九月二十八日国土交通省告示第千二百八十六号）に定める、「六 マ

ンション管理適正化推進計画の策定に関する基本的な事項」により策定するものです。 

1. マンションの管理の適正化に関する目標 

本市のマンションは、令和 6 年（2024 年）10 月末時点で 25 棟 1,449 戸、うち、築 40

年以上の住棟はありません。しかし、10 年後には 16 棟、727 戸と約 6 割以上の住棟が築

40 年以上の高経年マンションとなることが見込まれていることから、管理不全マンションの

予防に重点をおいた、マンションの管理適正化に関する取組を進めることとします。 

2. マンションの管理の状況を把握するために講ずる措置に関する事項 

マンションの管理状況を把握するため、計画期間内に管理組合へのアンケート調査等を行

い、管理の適正化に役立てます。 

3. マンションの管理の適正化の推進を図るための施策に関する事項 

必要に応じて、基本方針における「三 マンション管理適正化指針」に即し、マンションの

管理の適正化を図るため、必要な指導や助言等を行います。なお、計画期間に行う実態調査等

を踏まえ、施策の充実を図ることについて検討します。 

4. 管理組合によるマンションの管理の適正化に関する指針（北広島市マンション管理適正化指

針）に関する事項 

北広島市マンション管理適正化指針については、基本方針における「三 マンション管理適

正化指針」と同様の内容とします。 

5. マンションの管理の適正化に関する啓発および知識の普及に関する事項 

マンションが適正に管理されないことによる様々な課題や、適正な管理のために活用できる

支援等について、関係団体等と連携しながら、本市の窓口・広報紙や公式ホームページ等を通

じて、普及・啓発に取り組みます。 

6. 計画期間 

令和 7 年度（2025 年度）から令和 16 年度（2034 年度）までの 10 年間とします。 

 

③マンションの適正管理に向けた意識啓発 

●マンション管理組合連合会等と連携した市民への普及啓発 

マンション管理組合連合会等と連携し、本市公式ホームページ等を活用した市民への管理

不全の予防や、マンション管理の適正化に関する啓発及び知識の普及を推進します。 
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【方向性１０】 市営住宅等の適正維持 

課題８-１ 市営住宅等の長寿命化に基づく適正な維持・管理が必要 

・令和６年度（2024 年度）末時点で、公営住宅

法に定められた耐用年数の耐用年数 1/2 を経

過する団地は簡易耐火二階の団地のみですが、

令和 7 年度（2025 年度）末から耐火構造の団

地、令和 26 年度（2044 年度）末には大半の

団地が 1/2 を経過します。 

・令和３年度（2021 年度）に実施した現地調査

では、広島団地等の外壁の一部に劣化がみられ

たため、長寿命化の実施等により、適切に維持

管理することが必要です。 

課題８-２ 市営住宅等の管理戸数の維持・管理が必要 

・本市の公的住宅には、市営住宅のほか、道営住宅や UR 都市機構の賃貸住宅があります。本

市が管理する市営住宅においては、これらの住宅との役割分担に配慮しつつ、今後の人口動

向を見据えた適正な目標管理戸数（供給量）の検討を続けていくことが重要です。 

表 4-5 目標管理戸数の設定 

令和 6 年（2024 年）6 月 令和 13 年（2031 年） 

管理戸数 目標管理戸数 

332 戸 概ね 320 戸～350 戸 

<参考>令和 23 年（2041 年）目標管理戸数：概ね 290 戸～320 戸 

出典：北広島市公営住宅等長寿命化計画をもとに更新 

施策１０-１)市営住宅等の長寿命化の推進   【建築分野】 

①市営住宅等長寿命化計画の推進 

●高額所得者等への明け渡しの促進 

民間賃貸住宅に居住することが可能な収入超過世帯・高額所得世帯（※）等については、

明け渡し努力義務の周知、聞き取り調査等の対応を行い、本来、市営住宅を必要とする階層

の方が入居できるよう適正な管理に努めます。 

※収入超過世帯とは、公営住宅に３年以上住んでいる世帯で、かつ算出した１ヶ月の所得が公営住宅の入居

基準を超えている世帯のこと。 

高額所得世帯とは、公営住宅に５年以上住んでいる世帯で、かつ２年続いて算出した１ヶ月の所得が公営

住宅の入居基準を超えている世帯のこと。 

施策１０-２)市営住宅等の適正な管理戸数の検討   【建築分野】 

①市営住宅等の管理戸数の適正化の検討 

●道営住宅や UR 都市機構と連携した適正管理戸数の検討 

居住ニーズの変化など社会情勢の変化を踏まえ、道営住宅や UR 都市機構と連携した管理

戸数の適正な維持・管理を検討します。 

出典：北広島市公営住宅等長寿命化計画をもとに更新 

 図 4-35 構造別耐用年数経過状況 
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第５章 重点施策 
 

本計画の住まい・住環境のテーマを踏まえ、計画期間である令和 16 年度（2034 年度）までに

重点的に進め、実現すべき取組を重点施策として設定します。 

この重点施策では、空き家に関する取組（発生抑制～適正管理～段階的な有効活用）を主軸とし

ますが、単なる空き家対策とはせずに、市内の子育て世帯や高齢者等の住み替え促進に繋げ、更に

は市外からの移住を後押しすることを目指すべき姿とします。 

また、本計画の達成状況を把握・評価するため、重点施策には成果指標を設定します。成果指標

に基づき、施策の達成状況を定期的に評価し、進捗状況に合わせて取組の改善を図ります。 

 

 

 

 

 

図 5-1 空き家の循環による持続可能な住まい・住環境の実現（イメージ） 
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重点施策１ 空き家が適切に活用される環境の構築 

安全に暮らし続けることのできる住環境を形成するため、民間事業者や関係機関と連携しつ

つ、市内の空き家状況を丁寧に把握します。また、周辺環境に悪影響を与える恐れのある管理

不全空家等、特定空家等に対し、所有者への注意喚起や除却等の取組をできるだけ早期に実施

するなどにより、管理不全空家等、特定空家等の発生抑制に関する取組を進めます。 

さらに、空き家が適正に管理される環境を構築するため、住まいの相談カウンターやアキカ

ツカウンター等により、空き家の維持管理の方法について周知するほか、既存住宅が有効活用

される環境をつくるため、現在実施している支援制度を活用し、空き地・空き家に関する情報

提供を行います。 

この他、学生と連携した空き家リフォームなどに取り組みます。また、民間事業者のノウハ

ウを活用した新たな空き家活用の方法を検討し、これらも視野に入れた中古住宅等の流通促進

を図ります。 

 

 

【関連する具体的な取組】 

・空き家の発生抑制の推進 

・空き家の管理体制の強化 

・住まいの相談カウンターの強化 

・空き家専門のワンストップ窓口「アキカツカウンター」の開設 

・学生と連携した空き家の活用方法の検討 

 

■成果指標■ 

成果指標 
直近の状況 

（令和6年（2024年）） 

目標 

（令和16年（2034年）） 

空き家の発生抑制の推進 

令和６年度（2024年度）に 

実施した空き家実態調査により、 

管理不全空家等・特定空家等を指定 

管理不全空家等、特定空家等につい

て、令和６年度（2024年度）の 

件数より減少 

空き地空き家マップ、北広島市

空き地・空き家バンク等の強化 

（北広島市空き地・空き家 

バンクの契約件数） 

延べ90件 

（空き家賃貸、空き家売却、 

空き地売却） 

延べ135件以上 

住まいの相談カウンターの強化 

（空き家に関する相談件数） 

70件 

（令和６年（2024年） 

11月末時点）） 

年間50件程度 

※適正管理の推進等により、 

直近から一定程度減少 

学生と連携した 

空き家の活用方法の検討 
― 

学生と連携した活動の実績 

１件以上 
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重点施策２ 北広島市に住み続けたいと思う“ちょうどいい”住環境の形成 

住宅の規模、価格、豊かな自然環境など、子育て世帯から高齢者などの幅広い世代にとって、

“ちょうどいい”（程よく都会、程よく便利等）と感じることのできる住環境を目指し、ライフス

テージに合わせて中古住宅や賃貸住宅等に、適切に住み替えできる仕組みづくりを進めます。 

また、住まいの相談カウンター等を活用し、住宅や暮らしの悩みを気軽に相談できる環境を構

築しつつ、住まいに関するわかりやすい情報発信を心掛け、住まいに関する悩みがなく、“ちょう

どいい”と感じる本市に住み続けられる環境を形成します。 

 

 

【関連する具体的な取組】 

・子育て世帯や高齢者向け住宅への住み替え支援 

・住まいについて気軽に相談できる環境の構築 

・総合的な住まいの情報提供 

 

■成果指標■ 

成果指標 
直近の状況 

（令和6年（2024年）） 

目標 

（令和16年（2034年）） 

子育て世帯や 

高齢者向け住宅への 

住み替え支援 

住まいの相談会由来での 

住み替え実績３件 

（相談８件） 

住まいの相談会由来での 

住み替え実績延べ50件以上 

（年間５件程度を目安） 

暮らしの相談窓口の運用 

（空き家以外の相談件数） 

66件 

（令和６年（2024年） 

11月末時点）） 

年間50件程度 

※住み替えの仕組みを確立させる等

により、直近から一定程度減少 

総合的な住まいの情報提供 

（住まいに関する 

市民アンケート調査） 

住宅・土地の購入や賃貸に関する 

情報の入手しやすさの満足度 

（満足・やや満足の合計） 

32.4％ 

住宅・土地の購入や賃貸に関する 

情報の入手しやすさの満足度 

（満足・やや満足の合計） 

32.4％以上 
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重点施策３ 北広島市に住んでみたいと感じるファンの獲得 

移転が予定されている北海道医療大学の学生や職員、再開発に関連する新たな働き手、子育て

世帯等、今後本市に住むと考えられる新たな人に本市のファンになってもらい、将来的には市民

になってもらうことを目指します。 

そのため、学生や新たな働き手の住まいや住環境に関するニーズを継続的に把握しながら、短

期的に本市に関わる方でも住みやすい住環境のあり方や、その実現方策について、庁内関連部局

や民間事業者等と連携し、検討を進めます。 

また、豊かな自然環境や、子育てに良好な環境等の魅力を積極的に発信することで、本市のフ

ァンづくりを推進します。 

 

 

【関連する具体的な取組】 

・学生のニーズ把握 

・北広島市独自の魅力に関する情報発信の推進 

・総合的な住まいの情報提供 

 

  

■成果指標■ 

成果指標 直近の状況 

（令和6年（2024年）） 

目標 

（令和16年（2034年）） 

学生の住みやすい住環境の検討 

・ミライ会議、きたひろトークの 

実施 

・北海道医療大学へのアンケート 

調査の実施 

北海道医療大学、星槎道都大学 

について、学生のニーズ把握の 

ための取組を年間１回以上実施 

北広島市独自の魅力に関する 

情報発信の推進 

（住まいに関する 

市民アンケート調査） 

住宅・土地の購入や賃貸に関する 

情報の入手しやすさの満足度 

（満足・やや満足の合計） 

32.4％ 

住宅・土地の購入や賃貸に関する 

情報の入手しやすさの満足度 

（満足・やや満足の合計） 

32.4％以上 

総合的な住まいの情報提供 

（住まいに関する 

市民アンケート調査） 

子育てしやすい環境の満足度 

（満足・やや満足の合計） 

29.4％ 

子育てしやすい環境の満足度 

（満足・やや満足の合計） 

29.4％以上 
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第６章 計画の推進方策 
 

１．多様な主体の連携による施策の展開 

住宅や住環境に関する施策を着実に進めていくためには、住宅分野のみならず、福祉との連携、

インフラ（※）整備を始めとするまちづくり、景観や環境に対する配慮等、多様な視点による取組

を行政・民間事業者・市民が協働で、一体的に取り組むことが必要です。 

このため、関係部局で進められている施策と連携しながら、民間事業者等との役割分担を図り、

総合的に施策を進めることにより、その効果を高めていきます。 

※インフラとは、インフラストラクチャーの略称。国民福祉の向上と国民経済の発展に必要な公共施設（学校、病院、

道路、港湾、工業用地、公営住宅、橋梁、鉄道路線、バス路線、上水道、下水道、電気、ガス、電話など）を指す。 

 

■市民 

市民は、本計画を進めていくための主役です。まちづくりや住まいづくりについて関心を持

ち、理解を深め、情報収集や住まいづくりに関する活動に積極的に取り組んでいくことが重要

となります。 

また、住まいを社会的財産として認識して質の向上、循環に努めるとともに、地域コミュニ

ティの形成を通じて地域と協働で安心して住み続けられる居住環境づくりを目指します。 

 

■民間事業者 

不動産事業者等の住まい・住環境に関連する民間事業者は、市民への住まいの提供に関して

重要な役割を担っています。 

良質な住宅や良好な居住環境を市民に提供するため、適切なアドバイスや技術を提供すると

ともに、市民との信頼関係の構築や技術の向上に努めるなど、豊かな暮らしの実現に積極的に

取り組む必要があります。また、本市、NPO 等と連携して、既存の住宅を有効に活用して住宅

市場の活性化を進めていくほか、変化する住まいのニーズを踏まえ、地域に密着したまちづく

りに主体的に関わることが重要です。 

 

■行政 

行政は、本計画に基づいて、これから目指すべき住まい・居住環境と暮らし方を提示し、本

計画で定めた事項を実現するための取組を福祉・まちづくり・環境などの暮らしに密接に関わ

る関係部署や関係機関と連携して積極的に支援します。 

適切な情報提供、技術等の普及・啓発など、市民や民間事業者の取組に対する必要な支援を

行うとともに、連携体制をとりながら総合的な住宅政策を進めます。 
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２．その他関連機関との連携 

本計画の円滑な推進にあたっては、住宅政策の基本的な方向性を示す国の「住生活基本計画（全

国計画）」、北海道の住宅政策の指針となる「北海道住生活基本計画」を基本とし、国や北海道のほ

か、ＵＲ都市機構等のその他関連機関などと連携を図りながら、本市の地域事情に応じた住宅政

策を進めていきます。 

また、住宅政策は、様々な分野とかかわりを持って進めていく必要があるため、情報の共有や事

業の進め方について福祉・まちづくり・環境やその他の関連分野と十分な連携を図ります。 

 

３．適切な進行管理の実施 

本計画の推進にあたっては、ＰＤＣＡサイクルを実施し、計画内容について、社会情勢の変化に

応じて適宜見直しを行うことにより、着実な計画の推進を図ります。 

 

図 6-1 ＰＤＣＡサイクル 
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